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! 一般ニュース "

文部科学省永年勤続者の表彰について

本年度の文部科学省永年勤続者表彰で次の方々が表彰
されました。
農学系事務部長 三 澤 昭 博
教養学部等事務部長 有 岡 雅 明
生産技術研究所事務部長 � � 恒 久
総務部人事課長 苫米地 令
経理部主計課長 箱 田 規 雄
先端科学技術研究センター事務長 前 田 高 士
医学部附属病院医事課長 三 枝 広 人
経済学部・経済学研究科事務長 鈴 木 昭 美
教育学部・教育学研究科事務長 福 忠 弘
社会科学研究所事務長 佐 $ 國 雄
生産技術研究所経理課長 真 取 秀 明
海洋研究所経理課長 田 中 義 國

東京大学永年勤続者の表彰について

平成１３年度の東京大学職員永年勤続者表彰式が、１１月
２２日（木）午前１１時３０分から本部庁舎１２階大会議室にお
いて、総長、総長特別補佐、関係部局長、事務局長及び
関係事務（部）長等が列席して行われた。
被表彰者９０名には表彰状の授与並びに記念品が贈呈

（代表 社会科学研究所 仲 和子さん）され、総長の
挨拶のあと被表彰者を代表して、経理部 成井和男さん
より謝辞が述べられた。

なお、本年度表彰された方々は次のとおりです。
総 務 部 茅 根 修

増 田 浩 一
経 理 部 石 井 好 和

成 井 和 男
施 設 部 石 橋 格 司

齋 藤 修 一

佐 藤 功
学 生 部 ' 梨 芳 郎
附属図書館 " 野 由美子
アイソトープ総合センター % 上 由 美
先端科学技術研究センター 小 林 慶 子

高 島 章 寿
情報基盤センター 中 村 昇 平
医学部・医学系研究科 高 野 米 孝
大学院医学系研究科 小 林 臻
医学部附属病院 青 山 � 夫

圷 源 洋
請 田 早 苗�

井 # 子
内 田 美 保
嘉 数 美惠子
小笠原 昭 子
叶 野 憲 子
氣賀澤 和 子
木 村 悦 子
黒 川 陽 介
佐 藤 博傳 子
末 武 伸 往
清 野 敏 一
宅 井 よ し
千 葉 栄 夫
土 屋 澄 子
粒 良 ! 彦
傳 忠 司
戸 恒 香 苗
富 山 & 子
中 尾 哲 也
福 田 実
松 井 千惠子
三 浦 勝 広
柳 澤 公 惠
山 田 實惠子

工学系研究科等 内 田 千代美
小森谷 三枝子

佐々木総長から表彰状を受ける仲 和子さん 佐々木総長に謝辞を述べる成井和男さん
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瀧 澤 正 順
工学部・工学系研究科 " 橋 登

横 田 明
工学部附属総合試験所 西 村 芳 治
文学部・人文社会系研究科 手 代 絹 子

富 山 三 弘
理学系研究科等 兒 玉 晃 一

佐 藤 惠 子
新 谷 晶 子

大学院理学系研究科 土 田 淳 美
平 井 一 則
山 本 �

農 学 系 " 田 益 子
大学院農学生命科学研究科 漆 畑 君 代

岡 村 行 治
増 田 元

経済学部・経済学研究科 佐 野 智 典
大学院経済学研究科 藤 澤 敦 子

村 松 敏 哉
教養学部等 伊 藤 嘉 朗

國 田 博 文
島 田 淳 子
菅 沼 諭
中 島 教 雄

薬学部・薬学系研究科 " 橋 喜 博
医科学研究所 新 井 忠

岩 井 祐 一
榎 本 達 也
古 田 隆 久
茂 木 孝 子

地震研究所 伊 東 晃
内 田 正 之
辻 浩

社会科学研究所 竹 村 三和子
仲 和 子

社会情報研究所 ! 堅 勤
生産技術研究所 小 峰 久 直

西 岡 政 雄
谷田貝 悦 男

史料編さん所 亀 原 弥 生
永 嶺 重 敏

物性研究所 馬 場 基 芳
柏 地 区 浅 野 耕 二

杉 田 佳代子
海洋研究所 中 村 晃 三

西 舘 愼太郎
（五十音順）

「本郷構内における異臭発生」に関する記者
会見行われる

平成１３年１１月２１日（水）、七徳堂（武道館）、医学部国
際共同実験棟周辺において、異臭が発生し、９名の本学
助手、学生が病院で処置を受ける（内２名入院）事故が
起こった。
原因は、医学部法医学教室において、解剖を行った際

の排水を殺菌するため、次亜塩素酸ナトリウムを使用し、
チオ硫酸ナトリウムによって中和した後、排水を行って
いるが、排水処理装置の不具合が生じ、中和されず排水
されたことにより、異臭が発生したと考えられる。
この件について、平成１３年１１月２６日（月）医学図書館

において、宮島安全対策室長（副学長）、�渡総長特別
補佐、桐野医学系研究科長、吉田医学系研究科教授が出
席し、記者会見が行われた。
記者会見では、宮島安全対策室長より、今後の対応に

ついて、「今回のような事故が起こったことは非常に残
念であり、被害にあった方々には、心よりお詫び申しあ
げたい。今後の対応については、安全装置の何重かの
チェックを行うような装置の改良を行う。これには、１
～２週間かかるが、安全性を確保できるまでは法医学教
室での解剖は中止する。また、各部局においても排水処
理装置などの管理をしっかり行うように全学に周知する
予定である。」旨の発言があった。
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! キャンパスニュース "

第２回公開学術講演会を開催

「昴さざめく小夜ー思索の森へ」と題した第２回東京
大学公開学術講演会が、平成１３年１１月３０日（金）午後５
時３０分から本郷キャンパス大講堂（安田講堂）において
開催された。
講演は、本年度紫綬褒章を受章した坂部惠大学院人文

社会系研究科名誉教授による「精神の危機ーヨーロッパ
と日本」、昨年度フランス学士院ランティエ賞を受賞し
た松村剛大学院総合文化研究科助教授による「フランス
の中世末期の武勲詩」、本年度紫綬褒章を受章した榊裕
之生産技術研究所教授による「ナノ世界の電子の魅力と
威力」のテーマで行われた。
高校生から中高年まで幅広い年齢層の約４００名の参加

者があり、各講演を熱心に聴講し、好評であった。
なお、今回は初めての試みとしてインターネットによ

るライブ中継を行った。
次回の公開学術講演会は来夏に開催する予定である。

「第３０回教官懇話会開催される」

第３０回教官懇話会は『東京大学における「教育改革」
（学部教育）のあり方について』をテーマとして１２月３
日（月）午後６時から、山上会館地階食堂において開催
された。
今回の教官懇話会のテーマは、東京大学の教育を取り

巻く環境の変化とその影響、それに対する対応策の試み
の紹介・評価などを自由な立場で交流し合うことを趣旨
として設定された。
最初に主催者である（財）東京大学綜合研究会の理事

長の代理として宮島副学長から挨拶があり、小間副学長
の司会の下に５人の講師の方々から問題提起をいただい
た。
まず苅谷剛彦教授は、教育改革、特に高校のカリキュ

ラム改革などの影響を受けて東大入学者の履修科目が変
化し、東大生の構成が私立高校・中高一貫教育修了者に
傾斜して来ている傾向などを指摘され、教員側が学生の

履修歴を知らずに授業を行っている事実等、学部教育の
改革を論じる際に考慮に入れなければならない基礎的事
実について言及された。
石浦章一教授は、教養学部前期課程の全授業を対象に

実施された「学生による授業評価」の結果を解説・論評
され、アンケートの実施に際しては種々の慎重論もあっ
たが、実施した結果として学生の授業に対する満足度を
規定する諸事情の解明など、今後の授業改革に生かすこ
とができる貴重な知見が得られたことを具体的に紹介さ
れた。
河合文化教育研究所の丹羽健夫所長は、予備校生の近

年の変化として、教えられることをそのまま正しいこと
として効率的に得点を得る「理解型」の受験生が成績上
位者の大半を占めるようになったことを指摘され、入試
制度の改革によってそうした傾向の進行を修正し、「納
得型」の受験生が入りやすい方式を検討すべきことを主
張された。
工学系研究科の藤原毅夫教授は、工学部において検討

されてきた学部教育改善の努力の内容を説明され、能力
と意欲を持った入学者の学習意欲を方向付けるために、
「教員個人ではなく組織としての体制が必要である」と
の合意に立って新設された「工学教育プロジェクト室」
の仕組みについて説明された。
数理科学研究科長でUT２１教育体制検討委員会副委員

長である岡本和夫教授は、学部教育改革の討議の際の基
本視点として、大学が教育機関であることの再認識が重
要であること、IT技術発展にともなう教育面での対応
（e―learning）が必要であることなどを提起された。
以上の問題提起を受けて参加者から活発な議論が展開

された。フロアからの発言では、文部科学省が「ゆとり
教育」方針を改めない理由は何か、入試制度の改善とし
てはどのような方策があり得るかなど、各講師の発言に
対する質問が出された。さらに参加者からのコメントと
して、学生による授業評価の結果を授業改革に生かすこ
との難しさ、外部評価における学部教育に関する指摘の
特徴、学部段階で教授しなければならない事項が急増し
ている事実、教育面の努力に酬いる処遇システムは可能
か（あるいは必要か）といった諸論点が指摘された。
なごやかな雰囲気の中にも各学部で抱えている問題点

を反映し、６２名の参加者を得て、予定時間を超えて活発
な議論が行われた。

総長補佐（社会科学研究所教授） 加瀬 和俊
総長補佐（物性研究所教授） 家 泰弘

平成１４年度入試に伴う臨時措置（本郷関係）
について

Ⅰ 平成１４年度大学入試センター試験及び第２次学力試
験（前期日程）の実施に伴う入構制限等の臨時措置（本
郷関係）について
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平成１４年度の大学入試センター試験（平成１４年１月１９
日（土）・２０日（日））及び第２次学力試験 前期日程（平
成１４年２月２５日（月）・２６日（火）・２７日（水））の実施
のため、次のとおり入構制限等の臨時措置をとることと
する。ただし、２月２７日（水）は、法文１・２号館（文
学部）及び山上会館の建物について、入館制限等の臨時
措置をとることとする。
１．授業の休止
!１ 大学入試センター試験
平成１４年１月１８日（金）
…………試験場準備のため、試験に使用する教室につ

いて、原則として午後の授業は休止する。
!２ 第２次学力試験（前期日程）
平成１４年２月２２日（金）
…………試験場準備のため、試験に使用する教室につ

いて、原則として午後の授業は休止する。
平成１４年２月２５日（月）・２６日（火）
…………試験当日のため、授業は休止する。

２．試験場区域
試験場区域を次のとおり設定する。
!１ 本郷区域（本郷構内から本部庁舎・附属病院・第
二食堂建物・環境安全研究センターを除く区域）

!２ 農学部区域（弥生キャンパスから地震研究所・農
学部グラウンド・野球場を除く区域）

!３ ただし、大学入試センター試験にあっては、「!１
本郷区域」のみとし、!１及び!２の区域に通じる陸

橋は封鎖する。
３．入構制限等
!１ 入構許可

試験当日は、「受験者」、「本学教職員」、「研究の
ために特に入構を必要とする本学学生・研究生」及
び「特に入構を許可された者」は入構できるが、そ
の他の者の試験場区域への入構は禁止する。
なお、試験場区域においては、試験の妨げになら

ないよう静粛にすること。
!２ 「身分証明書」の提示
入構に際しては、次のとおり「身分証明書等」を提
示するものとする。
!１「本学教職員」……………………「身分証明書」
※ 「入試実施本部関係教職員」は、「入試統一腕
章」を着用する。

!２「研究のために特に入構を必要とする本学学生・
研究生」……………………「学生証・研究生証」

!３「特に入構を許可された者」…「入試特別入構証」
※「入試特別入構証」は、大学入試センター試験
用及び第２次学力試験（前期日程）用の２種類
とする。

４．試験場区域への入・出構は、次によるものとする。
!１ 本郷区域
!１「本学教職員」、「研究のために特に入構を必要と
する本学学生・研究生」及び「特に入構を許可さ
れた者」

正門、赤門、弥生門及び薬学部角・理学部化学館
角・第二食堂前臨時ゲート

!２「受験者」
正門、弥生門及び薬学部角・理学部化学館角・第
二食堂前臨時ゲート
なお、赤門からの入構は、正門の混雑時及び雨

天・降雪時に限り中央実施本部の判断により使用
する。

!２ 農学部区域
!１「本学教職員」、「研究のために特に入構を必要と
する本学学生・研究生」及び「特に入構を許可さ
れた者」
農正門及び南門

!２「受験者」
農正門

!３ 上記の各門及び臨時ゲート以外からの立ち入りを
禁止する。
なお、龍岡門及び池之端門は平常通りとする。

備 考
１．報道関係者等
「報道関係者等」は、腕章による識別ではなく、広
報委員長の発行する「入試特別入構証」により入構を
認める。
なお、報道関係者等への対応は広報委員長を通じて

行う。
２．その他
!１ 試験場区域への車両による入・出構は、原則とし
て認めないが、やむを得ない事由のある者の入・出
構は、薬学部角・第二食堂前臨時ゲート及び弥生
門・農正門とする。

!２ 附属病院の業務は平常通りとなっており、附属病
院の業務に関連して、試験場区域に入構する必要が
ある場合には、「教職員」については「身分証明書」、
「学生・研究生」については「学生証・研究生証」、
「その他の者」については「入試特別入構証」を必
ず提示すること。

Ⅱ 平成１４年度第２次学力試験（後期日程）の実施に伴
う入館制限等の臨時措置（本郷構内）について

第２次学力試験 後期日程（平成１４年３月１３日（水）・
１４日（木））の実施のため、次のとおり入館制限等の臨
時措置をとることとする。
１．授業の休止
第２次学力試験（後期日程）
平成１４年３月１２日（火）
…………試験場準備のため、試験に使用する教室につ

いて、原則として午後の授業は休止する。
平成１４年３月１３日（水）・１４日（木）
…………試験当日のため、授業は休止する。

２．試験場
法文１・２号館、経済学部、工学部２・５・８号館

２００１．１２．１２ №１２２６
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及び山上会館
３．入館制限等

試験当日は、試験場を設定した当該建物への「受験
者」及び「入試関係教職員」以外の立ち入りは原則と
して禁止する。

４．試験場への入館
「受験者」及び「入試関係教職員」の出入口につい
ては、各建物の指定された場所とする。

備 考
１．報道関係者

報道関係者の入館及び構内での取材については、広
報委員長を通じて行う。

「オーバー・ドクター」及び「オーバー・マ
スター」の人数調査

大学院学生委員会と学生部では、昭和４８年以来、毎年
１０月１日現在で「オーバー・ドクター」及び「オーバー・
マスター」の人数調査を行い、その結果を学内広報に発
表してきた。平成１３年度も平成１２年度と同様に、本学の
博士（修士）課程出身者の在学状況を男・女別に集計し
た。
いわゆる「オーバー・ドクター」及び「オーバー・マ

スター」については、今なお明確な定義は存在しないが、
従来同様つぎのように分類した。
１．博士（修士）の学位取得者

博士（修士）の学位を取得して同課程を修了し、学
部・研究科若しくは研究所の研究生となっている者。

２．博士（修士）の学位未取得者
博士（修士）の所定の単位を取得したが、学位を取

得せず退学し、現在、学部・研究科若しくは研究所の
研究生となっている者。

３．博士（修士）課程在学者
博士（修士）課程に標準修業年限を超えて在籍して

いる者。
平成１２年度から、参考として外国人学生及び日本学術

振興会特別研究員（PD）の人数調査を行い、また、課
程在籍者数との比較参考用に調査当初からの各年度の課
程受け入れ学生数推移と「オーバー・ドクター」、「オー
バー・マスター」の人数推移を並べグラフ化を行ってい
る。
なお、前回の調査結果は「学内広報」No．１，２０５（０１．

１．９）に発表されている。

№１２２６ ２００１．１２．１２

6



２００１．１２．１２ №１２２６

7



№１２２６ ２００１．１２．１２

8



２００１．１２．１２ №１２２６

9



№１２２６ ２００１．１２．１２

10



２００１．１２．１２ №１２２６

11



№１２２６ ２００１．１２．１２

12



! 部局ニュース "

法学政治学研究科の留学生が府中刑務所・サ
ントリー武蔵野ビール工場を見学

１１月９日（金）、大学院法学政治学研究科在籍の外国
人１４名（留学生１３名、研究員１名）が、府中刑務所・サ
ントリー武蔵野ビール工場を見学した。
最初の訪問先、府中刑務所では、刑務所の組織や受刑

者の処遇について説明を受けた後、所内各施設を案内し

てもらった。大多数の者は、刑務所を訪問するのが初め
てだったため、強い興味を示し、担当者に積極的に質問
していた。
その後、サントリー武蔵野ビール工場を見学し、ビー

ルの製造過程と環境保全の取り組みについて説明を受け
た。最後は、お待ちかねのできたてビールの試飲。緊張
感もほぐれて、ほっと一息ビール片手に楽しく談笑をし
た。
貴重な体験を通じて、参加者の日本に対する理解が一

層深まり、１０月入学の新入生も仲間とうち解け、有意義
な見学会となった。

（大学院法学政治学研究科）

ホーキング博士の公開講演会が開催される

１１月１３～１６日、山上会館で国際研究集会“New Trends
in Theoretical and Observational Cosmology”（理論的
および観測的な宇宙論の新しい潮流）が、理学系研究科
の初期宇宙研究センター、および同研究科附属ビッグバ
ン宇宙国際研究センターにより開催された。前者は科研
費COEプログラム「初期宇宙の研究」（リーダーは佐藤
研究科長）にもとづき１９９５年度に発足した組織、後者は
それを母体に１９９９年度に発足した１０年時限の省令施設で
ある。このCOEプログラムは今年度で７年間（２年の
延長を含む）の研究期間を完了し、今回のシンポジウム
はその５回目かつ総まとめの集会として開催された。海
外からの約３０名を含め、延べ１７０名の参加者を得て、２１
世紀の宇宙論の動向について熱い討議が交わされた。１６
日１７時からは、参加者の１人スチーブン・ホーキング博
士（英国ケンブリッジ大学教授）による公開講演会
“Brane New World”（ブレインの概念に基づく新しい
宇宙創生の理論）が安田講堂にて行なわれた。開演の３
時間も前からでき始めた聴衆の列は正門まで延び、２０００
名を越したため、約５００名には入場をお断わりせざるを
えなかった。マスコミからも大きな関心が寄せられた。
http：／／www―utap.phys.s.u―tokyo.ac.jp／～trend／trend.
htmlを参照されたい。

府中刑務所 石渡調査官より説明を受ける

サントリー武蔵野ビール工場での集合写真

サントリー武蔵野ビール工場で説明に耳を傾ける留学生 山上会館のシンポジウムで講演するホーキング博士。

２００１．１２．１２ №１２２６
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教育学部附属中等教育学校で総合教育棟落成
式行われる

教育学部附属中等教育学校（三浦逸雄校長）は、総合
教育棟の完成を祝し、１１月２１日（水）午前９時３０分から
落成式、公開授業及び祝賀会を催した。
落成式では、三浦校長が「中等教育学校への移行と総

合教育棟の建設に至る経緯、そして総合教育棟の役割を
明らかにしたい」とする式辞を述べた。
次いで、藤田教育学部長が、「この総合教育棟の落成に

教育学部として大きな期待を持っていること、また附属
学校の生徒一人ひとりがこの学校で過ごしてよかったと
思えるような教育を目指してほしい」と述べた。さらに
小間副学長が「『臨床心理入門』や『図書館情報学入門』
など大学との連携による附属学校の教育に注目している
ので、今後総合教育棟を活用してほしい」と祝辞を述べた。
また、来賓祝辞として当日出席を予定されていたが参

議院の議会出席と重なり来られなくなった参議院議員
（元東大総長）有馬朗人氏からのメッセージが紹介された。
この落成式には、坂本事務局長、菊池総務部長など総

合教育棟の完成にお世話になった事務局の方々、本校教
職員及び生徒約７５０名が出席した。
落成式の後、総合教育棟において、公開授業として５

年生の「国語と情報の授業」、３・４年の課題別学習「電
卓で科学する」及び２年の総合学習「表現」が行なわれ
た。「国語と情報」では、教育後援会から寄附された０
A・視聴覚室の４２台の液晶型デスクトップパソコンを使
い、また「電卓で科学する」は２階の小教室で、総合学
習「表現」は「明るく元気に」というテーマをグループ
毎にダンスで表現する授業で４階の多目的ホールを使っ
て行なわれた。これらの授業は、小間副学長をはじめ東
大本部の方々と藤田学部長や本校の１００名を越す保護者
が見学した。
公開授業の後に教職員、保護者による祝賀会が行われ

た。祝賀会では藤田教育学部長、浦野前校長の挨拶に続
き武藤評議員の発声により乾杯し、終始盛会で午後２時
過ぎに終了した。

（教育学部附属中等教育学校）

「第五回日本スペインシンポジウム」開催さ
れる

フランシスコ・ザビエルの渡日により始まる日本・ス
ペイン両国の交流は鎖国により長く途絶えていた。標記
シンポジウムは両国の交流を高めるため、両国外務省主
催により数年前より毎年開催されている。今回は１１月２１
日と２２日、サラマンカ大学（１２１８年創立）の美智子妃ホー
ルにて開催され、日本代表団の一員として本学薬学系研
究科今井一洋教授が参加し、両国の自然科学分野での大
学間学術交流について自身の体験を交えて発表し、その
重要性を強調した。

（大学院薬学系研究科）

医科学研究所で動物慰霊祭行われる

１１月１５日（木）午前１１時００分から、医科研敷地内の動
物慰霊碑前で、平成１３年度動物慰霊祭が執り行われた。
医科研では、数多くの動物が研究・実験用として供さ

れ、医科学研究の発展に大きく寄与している。
当日は、新井賢一所長の挨拶、甲斐知惠子実験動物研

５年生の「国語と情報の授業」の授業風景

シンポジウムの一場面（左より今井教授、バルシア元駐

日大使、サラマンカ大学アルフォア教授）

動物慰霊碑前で献花する新井所長（右）と甲斐実験動物

研究施設長（左）
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究施設長の報告に引き続いて、参列者が動物の霊に思い
をいたし、献花を行った。
動物を利用した研究に従事する研究者を中心に２００名

を越える教職員等が参列し、滞りなく終了した。

東京大学外国人留学生後援会・第７回役員会
開催される

「東京大学外国人留学生後援会」の第７回役員会が、
平成１３年１１月１３日（火）に本部庁舎５階特別会議室で開
催され、留学生への支援活動の充実を図るため、本年１０
月採用の後援会奨学生採用者数を１０名から２０名に増やす
こと等を決定しました。これにより、平成１３年度の本会
奨学生採用者数は、霞ヶ関ライオンズクラブ及び吉田育
英会からの寄付を財源として採用する奨学生を含め、合
計３６名となりました。
平成１３年１１月１日現在、本学に在籍する外国人留学生

は２，０７１名（うち私費留学生１，２４３名）ですが、私費留
学生の半数近くが奨学金等の経済的な支援を受けていな
い現状であり、本後援会の各種事業活動の拡充が必要で
あることから、本学教職員の方々の一層の加入が望まれ
るところです。

問い合わせ先
東京大学外国人留学生後援会事務局（研究協力部留学生
課留学生第二掛内・内線２２３７２）

（東京大学外国人留学生後援会）

平成１３年度第２回「東京大学外国人留学生後
援会・奨学生証書授与式」開催される

平成１３年度第２回「東京大学外国人留学生後援会・奨
学生証書授与式」が、去る１１月２９日（水）午後４時２０分
から、本会関係者、部局代表者、指導教官等臨席の下に
留学生センター会議室（理学部５号館５階）で開催され
ました。
平成１０年７月に設立された東京大学外国人留学生後援

会は、「本学における留学生交流を促進するため、本学
留学生への経済的支援、留学生と教職員・地域社会との
交流促進、本学派遣の日本人学生が事故等に遭った場合
への援助等を行うこと」を目的として活動してきました
が、このたび第６期奨学生２０名（月額５万円・支給期
間：平成１３年１０月～平成１４年３月）及び財団法人吉田育
英会からの寄付金による吉田育英会奨学生４名（２５万円
を一括支給）が決定され、当日は会長である佐々木総長
より奨学生へ一人ずつ、奨学生証書が手渡されました。
次いで、佐々木会長より「本年度後期の奨学生採用者

数が１０名から２０名に倍増されたこと、また、本奨学金が、
教職員、卒業生等の方々の善意によるものであるので、

奨学生となった誇りを持って研究・勉学に励んでほし
い。」との挨拶があり、その後、奨学生を代表して、大
学院農学生命科学研究科・アスリ ペニ ウランダリさ
んと大学院工学系研究科・テン ウショウさんより「皆
さんの期待に答えられるように研究・勉学に励む」旨の
感謝と決意の言葉が述べられました。
平成１１年度以来、本後援会奨学生として６０名、霞ヶ関

ライオンズクラブ奨学生として５名、及び吉田育英会奨
学生として４名の奨学生を採用することができましたの
は、多くの教職員等会員の方々のご協力の賜物であると
して、東京大学外国人留学生後援会では心から感謝の意
を表明するとともに、本学の私費留学生の現状を考える
と本後援会活動の拡充が必要であることから、本学教職
員の方々の一層の加入が望まれるところです。

問い合わせ先
東京大学外国人留学生後援会事務局（研究協力部留学

生課留学生第二掛内・内線２２３７２）

（東京大学外国人留学生後援会）
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! 掲示板 "

本郷地区構内における新警備体制について

東京大学安全対策室
室長（副学長）宮島 洋

１１月１４日付けNo．１２２４号の学内広報でお知らせしまし
たとおり、本郷地区構内における学生・教職員等の安全
を確保するとともに、教育研究の場としての静謐な環境
を保持するため、平成１３年１２月中旬から専門の警備会社
に委託して、警備体制を整備する予定です。
警備の範囲は、本郷地区構内（病院地区を除き、浅野・
弥生地区を含む。）の道路、広場等で、窃盗・暴行・恐
喝等の事件、火災、不審者・不審物、無断駐車車両等を
対象とします。
警備の方法は、警備車両及び徒歩による巡回、並びに

正門、赤門、弥生門、農正門での開門時間中における立
哨です。
警備員の服装等は、警備会社の制服を着用、身分証明

書を標示、東京大学の腕章を着装し、警備車両には「東
京大学構内巡視車」と標示して、赤色灯を回しながらの
巡回となります。
学生・教職員の方々のご理解とご協力をいただきます

ようお願いいたします。
なお、事件・事故等の緊急時は現行どおり警備室「内

線１１９」又は「５８４１－４９１９」に通報するか、各門衛所又
は巡回中の警備員に連絡してください。
おって、本件に関してお気付きの点があれば、下記まで
ご連絡ください。

（連絡先）学生部学生課長
電話：内線２２５０１ ダイヤルイン５８４１－２５０１
e－mail：gakusei－k@adm.u－tokyo.ac.jp
Fax：内線２２５１８ ダイヤルイン５８４１－２５１８

平成１４年度東京大学学術研究奨励資金による
国際交流助成事業募集について

下記要項のとおり募集しますので、平成１４年１月１５日
（火）までに所属部局を通じ、研究協力部国際交流課国
際学術掛まで提出願います。
なお、申請手続き等詳細につきましては、各部局担当

掛へお問い合わせください。
各事業の申請書類は下記のURLにてダウンロードで

きます。
http：／／www.adm.u―tokyo.ac.jp／kenkyou／kokusai／

gaku―kin.html
１．国際共同研究経費助成事業
２．海外学術交流拠点設置・運営経費助成事業
３．国際交流推進経費助成事業

４．長期派遣経費助成事業
５．若手研究者派遣経費助成事業

平成１４年度 学術研究奨励資金による国際共同研究経費

募集要項

１．趣 旨
本学の教官が外国の研究者との間で行う特定の主題

についての共同研究に対し、必要な経費の一部を学術
研究奨励資金から助成するものである。

２．応募資格
国際共同研究（計画）の代表者である本学の教授、

助教授、講師及び助手
３．助成の対象となる要件
!１ 本学の教官グループと外国の研究者グループとの
間で組織的かつ複数年継続して行われる研究で、共
同研究を行うことの意義が明確であり、成果が期待
できるもの。

!２ 日本側の主要メンバーは本学教官とするが、必要
に応じて次の者が参加しても差し支えない。
!１ 本学の大学院生
!２ 本学で研究する博士の学位を取得した者（ポス
トドクター）（人文・社会科学の分野にあっては、
博士の学位を取得した者に相当する能力を有する
と認められた者を含む。）

!３ 他大学等の教官
!３ 研究の内容について、相手国側の研究代表者との
間で事前協議が行われ、その目的と内容が明確であ
り、研究計画が具体的であるもの。

４．助成経費
!１ 教官の派遣旅費
※派遣旅費：本学から訪問先研究機関までの最も経
済的な通常の経路及び方法による旅行に必要な往
復航空運賃（エコノミークラスのディスカウント
運賃）、鉄道等往復運賃（本学から最寄りの空港
までとする）、滞在費（旅費法による日当、宿泊
料）及び日本国内空港施設使用料とする。

!２ 外国人研究者の招へい旅費
※招へい旅費：招へいする外国人研究者の本国にお
ける研究機関から本学までの最も経済的な通常の
経路及び方法による旅行に必要な往復航空運賃
（エコノミークラスのディスカウント運賃）、鉄
道等往復運賃（本学から最寄りの空港までとする）、
滞在費（旅費法による日当、宿泊料）及び日本国
内空港施設使用料とする。

!３ 必要と認めた場合には調査研究費（消耗品費、印
刷製本費、通信運搬費、会議費、賃金、雑役務費
等）

５．助成額及び助成件数
!１ １年度当たり、２００万円以内とする。
!２ 助成件数は２、３件程度を予定している。
!３ 研究助成期間は２年以内とする。

６．申請手続
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別紙様式１により、平成１４年１月１５日（火）までに、
所属部局内で選考の上、部局長から総長あて一件推薦
すること（新規申請は、一部局一件）。継続申請につ
いては、別紙様式２の経費申請書を提出すること。

７．選考及び採否の通知
選考は、学術研究奨励資金実施委員会が行い、採否

の決定は平成１４年２月末日頃までに部局長あて通知す
る。

８．報告書の提出
本年度採択された共同研究（新規）については、別

紙様式３により平成１５年４月末日までに、所属部局長
から総長あて提出すること。（なお、２年度目に継続
する共同研究については、別紙様式４により研究助成
期間終了後３０日以内に同様に提出すること。）

９．申請書等の送付先
研究協力部国際交流課国際学術掛

平成１４年度 学術研究奨励資金による海外学術交流拠点

設置・運営経費募集要項

１．趣 旨
国際化の進展に伴い本学における教育・研究の一層

の推進に寄与するため、海外での教育・研究の推進、
当該国の学術団体・高等教育研究機関との間の学術交
流の調整・推進、本学の教職員・学生等関係者に対す
る便宜供与などの目的をもった海外における学術交流
の基地となる海外学術交流拠点（以下、「海外拠点」
という。）の設置・運営に対して、必要な経費の一部
を学術研究奨励資金から助成するものである。

２．応募資格
海外拠点設置（計画）の代表者である本学の教授及

び助教授
３．助成期間

３年以内（助成を希望する場合は、毎年度申請を行
うものとする。）

４．助成経費
!１ 海外拠点開設のための事前調査旅費
!２ 海外拠点への教官の派遣旅費
!３ 海外拠点運営経費（消耗品費、謝金、設備備品費、
建物借料等執行可能なもの。）
※ !１及び!２の場合の旅費は、本学から訪問先研究
機関までの最も経済的な通常の経路及び方法によ
る旅行に必要な往復航空運賃（エコノミークラス
のディスカウント運賃）、鉄道等往復運賃（本学
から最寄りの空港までとする）、滞在費（旅費法
による日当、宿泊料）及び日本国内空港施設使用
料とする。

５．助成額及び助成件数
!１ １海外拠点当たり、５００万円以内とする。
!２ 助成件数は２件程度を予定している。

６．申請手続
別紙様式１あるいは２により、平成１４年１月１５日

（火）までに、所属部局長から総長あて提出すること。

７．選考及び採否の通知等
選考は、学術研究奨励資金実施委員会が行い、採否

の決定は平成１４年２月末日頃までに所属部局長あて通
知する。
なお、選考に当たって必要な場合は、ヒアリングを

実施することもある。
８．報告書の提出

別紙様式３により、平成１５年４月末日までに、所属
部局長から総長あて提出すること。
なお、助成期間終了後、別途定める様式により報告

書を提出すること。
９．申請書等送付先

研究協力部国際交流課国際学術掛

平成１４年度 学術研究奨励資金による国際交流推進経費

募集要項

１．趣 旨
本学と海外の学術研究機関が行う大学間・部局間の

組織的な交流を一層促進することを目的に、教官の派
遣及び招へいについて、必要な経費の一部を学術研究
奨励資金から助成するものである。

２．応募資格
本学の教授、助教授、講師及び助手

３．実施期間
!１平成１４年４月から平成１４年９月までの間、及び、

!２平成１４年１０月から平成１５年３月までの間に実施され
るもの。

４．助成経費
本学の教官の派遣旅費及び外国人研究者の招へい旅

費とする。原則として１０日以内とする。
※ 派遣旅費：本学から訪問先研究機関までの最も経
済的な通常の経路及び方法による旅行に必要な往復
航空運賃（エコノミークラスのディスカウント運賃）、
鉄道等往復運賃（本学から最寄りの空港までとする）、
滞在費（旅費法による日当、宿泊料）及び日本国内
空港施設使用料とする。

※ 招へい旅費：招へいする外国人研究者の本国にお
ける研究機関から本学までの最も経済的な通常の経
路及び方法による旅行に必要な往復航空運賃（エコ
ノミークラスのディスカウント運賃）、鉄道等往復
運賃（本学から最寄りの空港までとする）、滞在費
（旅費法による日当、宿泊料）及び日本国内空港施
設使用料とする。

５．申請手続
別紙様式１により、!１の期間については平成１４年１

月１５日（火）までに、!２の期間については平成１４年７
月１日（月）から平成１４年７月２６日（金）までに、所
属部局長から総長あて提出すること。なお、申請が複
数の場合は順位を付した上で提出のこと。

６．選考及び採否の通知
選考は、学術研究奨励資金実施委員会が行い、採否

の決定は!１については平成１４年２月末日頃までに、!２
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については平成１４年９月下旬頃までに、所属部局長あ
て通知する。

７．報告書の提出
別紙様式２により、交流実施後、速やかに所属部局

長から総長あて提出すること。
８．申請書等の送付先

研究協力部国際交流課国際学術掛

平成１４年度 学術研究奨励資金による長期派遣経費募集

要項

１．趣 旨
本学の教官が、海外の学術研究機関において長期研

究を行うために、必要な経費の一部を学術研究奨励資
金から助成するものである。

２．申請資格
平成１４年４月１日現在年齢３６歳以上５０歳未満の本学

の教官
なお、文部科学省在外研究員、日本学術振興会海外

特別研究員又は特定国派遣研究者事業により過去１０年
間に２ヶ月以上海外に派遣されたことのある者を除く。

３．期 間
平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの期間

に出発するもので、原則として２ヶ月以上６ヶ月以内
とする。

４．助成経費及び助成件数
派遣旅費を助成し、助成件数は、２～３件程度を予

定している。
※派遣旅費：本学から訪問先研究機関までの最も経済
的な通常の経路及び方法による旅行に必要な往復航
空運賃（エコノミークラスのディスカウント運賃）、
鉄道等往復運賃（本学から最寄りの空港までとする）、
日本国内空港施設使用料、滞在費（文部科学省在外
研究員旅費単価表による日当、宿泊料）とする。

５．申請手続
別紙様式１により、平成１４年１月１５日（火）までに、

所属部局長から総長あて提出すること。なお、申請が
複数の場合は順位を付した上で提出のこと。

６．選考及び採否の通知
選考は、学術研究奨励資金実施委員会が行い、採否

の決定は平成１４年２月末日頃までに、所属部局長あて
通知する。

７．報告書の提出
別紙様式２により、渡航の終了後、速やかに所属部

局長から総長あて提出すること。
８．申請書等の送付先

研究協力部国際交流課国際学術掛

平成１４年度 学術研究奨励資金による若手研究者派遣経

費募集要項

１．趣 旨
本学における学術研究の将来を担う若手研究者が、

海外の優れた大学等学術研究機関を訪問し、発想や研

究方法の異なる外国人研究者との交流によって学問的
刺激を受けることにより、国際的視野を持つ研究者の
養成に資することを目的とする。このため若手研究者
の派遣に対し、必要な経費の一部を学術研究奨励資金
から助成するものである。

２．申請資格
平成１４年４月１日現在年齢３５歳未満の本学の教官

３．期 間
!１平成１４年４月から平成１４年９月までの間、及び、

!２平成１４年１０月から平成１５年３月までの間に派遣され
るもので、原則として１５日以内とする。

４．助成経費及び助成件数
派遣旅費を助成し、助成件数は、１５件程度を予定し

ている。
※派遣旅費：本学から訪問先研究機関までの最も経済
的な通常の経路及び方法による旅行に必要な往復航
空運賃（エコノミークラスのディスカウント運賃）、
鉄道等往復運賃（本学から最寄りの空港までとする）、
滞在費（旅費法による日当、宿泊料）及び日本国内
空港施設使用料とする。

５．申請手続
別紙様式１により、!１の期間については平成１４年１

月１５日（火）までに、!２の期間については平成１４年７
月１日（月）から平成１４年７月２６日（金）までに、所
属部局長から総長あて提出すること。なお、申請が複
数の場合は順位を付した上で提出のこと。

６．選考及び採否の通知
選考は、学術研究奨励資金実施委員会が行い、採否

の決定は!１については平成１４年２月末日頃までに、!２
については平成１４年９月下旬頃までに、所属部局長あ
て通知する。

７．報告書の提出
別紙様式２により、交流計画の終了後、速やかに所

属部局長から総長あて提出すること。
８．申請書等の送付先

研究協力部国際交流課国際学術掛

人間地球圏の存続を求める国際学術協力（仮
称）（AGS）年次総会、WSC年次総会への参
加募集

マサチューセッツ工科大学、スイス連邦工科大学、ス
ウェーデンのシャルマース工科大学と本学はAGS活動
を推進しておりますが、AGSの次回の年次総会が、
２００２年３月２０日から２３日にかけて、コスタリカのサンホ
セで開催されます。
一方、AGSでは大学院学生を中心としたWorld Stu-

dent Community（WSC）が本年設立され、本学のStu-
dent Community（UTSC）はその設立に中心的な役割
を果たし、現在も活発な活動を展開しております。
AGS年次総会時にWSC年次総会も開催されます。
AGSの活動にご関心をお持ちで、AGS年次総会、
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WSC年次総会に参加を希望する本学学生に、旅費・滞
在費を東京大学AGS研究会が助成することになりまし
た。参加希望者は、下記のホームページ（日本語ヴァー
ジョン）に掲載されている事項にしたがい、必要資料と
ともに電子メールでお申込みください。
AGSの活動にご関心をお持ちの方は、下記ホーム

ページをご参照のうえ、是非UTSCに参加していただき
たいと思います。
申し込み期限：平成１３年１２月２１日（金）
ホームページ：http：／／www.ags.esc.u―tokyo.ac.jp／utsc／
申し込み先：asao@esc.u―tokyo.ac.jp または、

students―core@ags.esc.u―tokyo.ac.jp
＜問い合わせ先＞

杉山（化学システム工学専攻）内線２６８７６
浅尾（AGSコーディネーター）内線２７９３７

「教養学部報」第４５２（１２月５日）号の発行
――教官による、学生のための学内新聞――

大石紀一郎：国際コミュニケーションの「実習」・世界
へ飛び出す「予習」――日独学生交流セミ
ナーについて――

高田康成：中国の清華大学が英語カリキュラム視察のた
めに駒場を訪問した

瀬地山角：三つの国籍を持つ娘と一緒に
鈴木啓二：ふたつの世界一周――１８７２年のグロバリゼー

ション――
〈本の棚〉
笹川 昇：浅島誠・野崎伸二共著『分子発生生物学 動

物のボディー・プラン』
船曳建夫：藤井貞和著『国文学の誕生』
山本 巍：他者とは誰か

宮本久雄著『他者の原トポス 存在と他者を
めぐるヘブライ・教父・中世の思索から』

〈時に沿って〉
加藤雄介：私の教養課程
田中伸一：Jack of all thumbs,but...
橋本幸士：関西人
「教養学部報」は、教養学部の正門傍、掲示板前、図
書館入口、学生課ロビー、生協書籍部、保健センター駒
場支所で無料配布しています。バックナンバーもありま
す。

（大学院総合文化研究科・教養学部）

生産技術研究所で学術講演会「環境問題の視
点からこれからの工学研究を考える」のお知
らせ

本研究所では、毎年「生研学術講演会」を開催し、工
学研究・教育のあり方について議論を重ねています。

人間社会が発展し、我々の生活が向上することに伴い、
多くのエネルギーが消費され、多種で多量の工業製品が
生産されてきました。その結果として生み出される排出
物が地球全体をも汚す規模になり、人々の生活まで脅か
すようになってきたことは、今や万人の知るところと
なっています。地球の物質やエネルギーが有限であるこ
とに気が付いた我々は、リサイクルや太陽エネルギーの
有効利用を積極的に進めるようになってきました。また、
二酸化炭素の排出量を規制することによって化石燃料の
使用を抑制しようという国際的な動きもあります。さら
に、汚染物質の産出を極力抑えた生産技術や生産工程の
開発にも努力するようになってきました。昨今のこのよ
うな趨勢を踏まえて、企業が環境に配慮しながら工業生
産を行うことはもはや常識となりつつありますが、工学
研究を行う立場からも環境を考慮して推し進める必要が
あることは間違いありません。
そこで本研究所では、環境を睨んだこれからの工学研

究を考えることを目的として、学術講演会を開催するこ
とにいたしました。環境を念頭に置いた工学研究の中で、
環境評価で推し量る人類社会の持続可能性、地球規模の
環境保持につながる資源リサイクルの研究、我々の生活
に密着した騒音やシックハウスなどの具体的な問題、を
取り上げたいと考えております。
環境というテーマを多種多様な工学研究者の視点に

立って考えていくこの学術講演会に是非多数の方々が御
参加になり、今後の研究や生活に役立てられることを
願っております。

日 時 平成１４年１月２２日（火）１３時００分～１７時２０分
場 所 東京大学生産技術研究所 第１会議室（B棟７

階 Bw７０１）
講 演

安井 至
（東京大学生産技術研究所 教授）
「ライフサイクルアセスメントで測る持続可能性」
岸 利治
（東京大学生産技術研究所 助教授）
「コンクリート資源の循環利用」
加藤 信介
（東京大学生産技術研究所 教授）
「室内環境汚染」
加藤 千幸
（東京大学生産技術研究所 助教授）
「流体騒音の予測と低減」
石井 勝
（東京大学生産技術研究所 教授）
「LEMP－雷放電に伴う電磁界パルス」

なお、詳しくは、生産技術研究所庶務掛（内線
５６００８，９）までお問い合わせください。

（生産技術研究所）

２００１．１２．１２ №１２２６
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第３回考古科学シンポジウム

保健センター・公開健康講座

『海外旅行と病気』
講 師：保健センター内科助手 藤沢道夫
日 時：平成１３年１２月２１日（金）午後４時から
場 所：山上会館会議室００１
問い合わせ先：保健センター健康管理室 内線２２５７９

保健センターでは、海外旅行中の持参薬、帰国後の発
熱、下痢等の相談を受けています。今回は海外旅行にお
ける病気、事故等の医療に関係するリスクを総覧し、海
外旅行先の医療情報の入手方法、そして病気のある人、
観光ルートからはずれて行動する人等の注意する項目、
帰国してから体調の悪い場合の対処方法を具体的にお話
しします。

２００１年度スキー講習会の御案内

運動会では、本年度も下記のとおりスキー講習会を開
催します。
各回ともレベル別に班分けをし、指導者としての厳し

い研修を受けたリーダーが、一人一人に丁寧なアドバイ
スを行います。４日間の講習でスキー技術の飛躍的向上
を目指してください。

日時：２００１年１２月１５日（土）
場所：東京大学農学部 弥生講堂「一条ホール」

参加費；無料 要旨集；１０００円程度
懇親会会場：学士会館 分館（本郷）
主催：原子力研究総合センター、総合研究博物館、埋蔵文化財調査室

１２月１５日 一 条 ホ ー ル 回 廊

９：５０～１０：００

１０：００～１０：４０

１０：４０～１１：２０

１１：２０～１２：００

１２：００～１２：２０

開会挨拶 ：小林紘一（加速器分析研究所）
『旧石器を科学する』
「捏造問題の現況と旧石器時代研究」

：小野 昭 （東京都立大学）
「日本列島の旧石器時代人」

：馬場悠男（国立科学博物館）
「新しい日本旧石器時代研究の構築に向けて」

：小田静夫（東京都教育庁）
総合討論

１２：２０～１３：３０ 昼 休 み １３：００～１４：００
ポスターセッション

１４：００～１４：５０
１４：５０～１６：２０

１６：２０～１６：３０
１６：３０～１７：４０

「考古科学とDNA分析」 ：植田信太郎（東大理学系研究科）
『考古科学・ケーススタディ；

東京大学弥生構内の方形周溝墓の総合的な研究』
「調査」 ；原 祐一（東大 埋蔵文化財調査室）
「墓の年代」 ；吉田 邦夫 （東大 総合研究博物館）
「土壌分析」 ；橋本 真紀夫（パリノ・サーヴェイ）
「弥生土器」 ；篠原 和大 （静岡大学 文学部）
「典型的な弥生ガラス」 ；小泉 好延 （武蔵野文化財研究所）
「土器の紋様と玉類の穴」；丑野 毅（東大 総合文化研究科）

休憩
パネルディスカッション
『遺跡調査；発掘・分析・保存（現状と問題）』（吉田／小泉）
原 祐一、橋本真紀夫、岸田省吾（東大 工学系研究科）、戸田哲也（玉川
文化財研究所）

１８：３０～２０：３０ 懇親会（学士会館分館）

問い合わせ：吉田 邦夫 東京大学総合研究博物館
内線２２８２２（gara@um.u―tokyo.ac.jp）

日 程 場 所 定員 参加費 受付開始

第１回
１月３日
～

１月７日
菅平高原３５名３５，０００円１２月５日～

※第２回については、日程等が未確定ですので、記載し
ておりません。

№１２２６ ２００１．１２．１２
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１．日程等
２．受付場所、時間
〇本郷：御殿下記念館モール階運動会受付窓口

９時３０分～１２時００分、１３時００分～１６時００分
〇駒場：教養学部等学生課課外活動掛（４番窓口）

９時００分～１２時３０分、１３時３０分～１６時３０分
３．問い合わせ先
学生部学生課体育第一掛（内線２２５０９～２２５１１）

保健センター業務日程の変更について

冬期休業に伴い、下記の期間、診療等の業務を一時中
止いたします。
本郷支所 平成１３年１２月２５日（火）から

平成１４年１月４日（金）まで
駒場支所 平成１３年１２月２５日（火）から

平成１４年１月８日（火）まで
柏健康相談室 平成１３年１２月２５日（火）から

平成１４年１月４日（金）まで
（保健センター）

山上会館・山上会館龍岡門別館の休館につい
て

山上会館・山上会館龍岡門別館では、下記のとおり休
館とさせていただきます。
休館日：平成１３年１２月２８日（金）～平成１４年１月６日

（日）

ハラスメント相談所の業務休止について

ハラスメント相談所は、下記期間相談業務を休止させ
ていただきますので、お知らせいたします。
平成１３年１２月２５日（火）～平成１４年１月７日（月）

（ハラスメント相談所）

広報センターの休館のお知らせ

広報センターは、年末年始のため、次の期間休館しま
す。
平成１３年１２月２８日（金）～平成１４年１月６日（日）

年末年始の体育施設の受付業務

体育施設の受付業務は１２月２７日（木）から１月６日（日）まで休止します。
これに伴い、体育施設の使用及び受付は下表のとおり行います。

体育施設名 使用休止期間
予 約 受 付

対象期間 受付開始日

農学部及び二食横
テ ニ ス コ ー ト

１２月２７日（木）～
１月４日（金）

１月５日（土）～
１月１３日（日）

１２月２１日（金）～

農学部グラウンド

２月分

１月９日（水）～

検見川総合運動場
１２月２８日（金）～

１月４日（金）
学内者 １２月１７日（月）～
学外者 １月７日（月）～

保 健 体 育 寮
１２月２６日（水）～

１月４日（金）
１月７日（月）～

二食地下プール
１２月２８日（金）～

１月４日（金）

御殿下グラウンド
運動部・Ａクラブ優先予約 １２月１日（土）～
Ｂクラブ第１順予約 １月１日（火）～
フリー予約 １月１５日（火）～御 殿 下 記 念 館

１２月２７日（木）～
１月４日（金）

〔１２月３０日（日）を除く〕

問い合わせ先：学生部学生課体育第一掛（内線２２５０９～２２５１１）
（学生部）
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! 広報委員会 "

「淡青」第５号完成及びアンケートの実施に
ついて

皆様方のご協力のもと、広報委員会では「淡青」第５
号を作成することができ、学内外へ広く広報しています。
今回、今後の紙面作りの参考とさせていただくため、

読者の方々にアンケートを実施することとしております。
本誌に葉書形式でアンケートを折り込んでおりますので、
ご意見ご要望をお寄せいただけると幸いです。また、
メールによるご意見も伺わせていただきたく紙面に掲載
しておりますので、お気軽にお寄せください。

アンケート提出先：総務部総務課広報室
e―mailアドレス：kouhou@adm.u―tokyo.ac.jp

! 窓 "

高度技能者に贈られる「かわさきマイスター」を授賞

川崎市は１０月１６日、極めて優れた技術や技

能をもつ川崎市在住の市民に与えられる称

号「かわさきマイスター」の今年の認

定者５名を発表し、翌１７日の読売新聞

に受賞者の顔ぶれが紹介された。そ

の中の一人に物性研究所の共通研究

施設・工作室の今井 忠雄文部科学

技官が認定された。今井さんは研究者

のニーズに合わせた様々なガラス実験

器具、特に極低温に耐えられる特殊ガラス

容器を製作し、先端的な研究に寄与したこと

が評価されたものである。

同氏の経歴をさかのぼること４０数年前、広島から上京し、

日本電気真空硝子（株）でガラス工となり真空管の製造を

手がけた。時代は真空管からICへと移っていくとともに、

ゲルマニウム結晶を作る時に使われる“るつぼ”や“ボー

ト”を石英で作ったり、IC接続用の数ミクロンの細いガ

ラス管の中に金線を通したキャピラリーの作成、炭酸ガス

レーザーが工業用に使われるようになるとその作成にも従

事した。昭和５３年から物性研究所に移り、研究実験室で使

われている液体ヘリウム研究用魔法瓶や特殊ガラス容器の

製造で低温物性研究を支えるとともに、また主に化学研究

室でのガラス配管作業の需要の多い時代を経て、現在は石

英やアルミナの加工技術を通して物性研究を

サポートしている。日本の工業技術の発展、

基礎研究の発展過程の現場を一貫して

ガラス工技術を通して見続けてこられ

現在に至っている。

なお、「かわさきマイスター」の

認定は今年で５年目で、東京大学か

らは初の認定者であり、去る１１月２１日

認定式が行われた。

「かわさきマイスター」を授賞した今井忠雄氏

№１２２６ ２００１．１２．１２
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! 事務連絡 "

人 事 異 動 （教官）

! 訃 報 "

松村 明 名誉教授

本学名誉教授松村明先生は、１１
月２２日（木）肺炎のため逝去され
ました。享年８５歳でした。
先生は東京都の御出身で、昭和

１５年３月東京帝国大学文学部国文
学科を御卒業後、国際学友会日本
語学校教授、文部省図書監修官補、
第七高等学校教授、鹿児島大学助
教授、東京女子大学助教授、お茶の水女子大学講師・同
助教授を経て、本学には昭和３４年４月文学部助教授とし
て着任されました。昭和３７年４月には教授に昇任され、
昭和５２年４月停年退官されるまで本学文学部において研
究と教育に従事されました。
また学外においては、学術審議会専門委員、民事行政

審議会委員等を歴任されましたが、とりわけ昭和４５年か
ら平成３年まで国語審議会委員をお務めになり、送り仮
名の付け方、常用漢字表、現代仮名遣い、外来語の表記
という国語に関する重要施策の策定並びに改訂に尽力さ
れました。
先生の御研究は江戸時代後半期の江戸において使用さ

れていた言語（江戸語）の実態を明らかにし、また江戸
語を母胎として明治以降の東京に行われている言語（東
京語）がいかに形成されたか、その過程を解明されるも
のでした。その方法論は文献に見られる用例を厳密に検

討するもので、先生の主著『江戸語東京語の研究』はこ
の分野の研究者にとって必読のものとなっています。ま
た、先生は幕末から明治にかけて日本人が外国語を学習
する際に用いた辞書・文法書や、当時の外国人が日本語
について研究した書物（洋学資料）に注目され、その中
に見える当時の日本語の実態を中心に数々の研究を公に
されました。
さらに先生は『大辞林』と『大辞泉』という二冊の国

語辞書の編纂をされています。これらの辞書は収載語数
いずれも２２万語という大規模なもので、現代語の使用の
実態を示すことに重点を置くという斬新な方針に基づく
ものですが、世の好評を得て広く使用されています。先
生の学識がこれらの辞書によって広く社会一般に根付い
ていると言って過言ではありません。
先生は温厚でお優しいと同時に、学生に対してはそれ

ぞれの個性と資質に合わせた的確な御指導をして下さい
ました。そのようなお人柄は門下生達の等しく敬愛する
ところでした。先生は８０歳を過ぎられてなお、御自身の
蒐集された膨大な江戸語資料、洋学資料を駆使しての御
研究をお続けでした。学問研究への情熱を最後まで持ち
続けられた先生を偲び、ここに謹んで先生の御冥福をお
祈り申し上げます。

（大学院人文社会系研究科・文学部）

発令年月日 氏 名 異動内容（新官職） 旧（現）官職等

（採 用）
１３．１２．１ KIRSCHVINK,

JOSEPH LYNN

大学院理学系研究科教授 カリフォルニア工科大学地質学・惑星科学
分野教授

１３．１２．１ 山 脇 昌
（昇 任）

大学院医学系研究科助教授 大学院医学系研究科講師
〃 福 田 慎 一 大学院経済学研究科教授 大学院経済学研究科助教授

（転 出）
１３．１２．１ 八 巻 良 和 宇都宮大学農学部助教授 大学院農学生命科学研究科附属牧場助教授

（併 任）
１３．１２．１ 小 林 昭 寛 大学院法学政治学研究科附属ビジネスロー

センター教授
経済産業省特許庁審判部上級審判官
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（淡青評論は、学内の職員の方々にお願いして、個人の立場で自由に意見を述べていただく欄です。）

既存不適格

東大の長い歴史を考えれば、
キャンパスの中にさまざまな年代
の建物が存在にすることは想像に
難くない。安田講堂は１９２５年の竣
工だが、１９２３年の関東地震（関東
大震災）を耐えた建物もあるだろ
うし、講堂の裏側には１９９８年完成
の理学部新１号館が並んでいて好
対照を成している。しかし長い歴
史ゆえの問題点というものもあり得るだろう。
たとえば地震を研究するものの立場から見れば、
すでに戦後五十数年が経過し、その間に建築基
準法による耐震基準が１９７０年と１９８０年の二度改
正されたという事実がある。基本的に耐震基準
は新しいものほどきびしくなっているから、地
震に対して１９７１～１９８０年の建物は１９８１年以降の
建物より弱く、１９７０年以前の建物はさらに弱い
ということになる。建設当時のまま使っている
分には違法ではないが、現在の基準に適合しな
いということでこうした建物は既存不適格とい
う強烈な名前で呼ばれる。兵庫県南部地震（阪

神淡路大震災）の際には、既存不適格に被害が
集中したことがいろいろな調査であきらかに
なった。
本郷キャンパスのある台地は、不忍池付近や

かつてそこに流れ込む川だった根
津周辺に比べれば地盤条件が良い
のはたしかである。しかし、東京
は関東地震以降、著しい被害を伴
う強震動（地震による強い揺れ）
を経験していないので、何も実証
されたわけではない。また、キャ
ンパスが大地震時の広域避難場所
に指定されていることを考えれば、

既存不適格に対する耐震診断を全学的に実施し、
順次、耐震補強を進めていくのが責務ではない
だろうか。地震研究所は関東大震災を契機に、
寺田寅彦・長岡半太郎などの建議に基づき設立
され、長く安田講堂裏の建物を使っていたが、
１９６５年に現在の弥生地区北端の建物に移転した。
つまり、地震研究所は既存不適格である。大地
震が発生したときに地震研究所が使いものにな
らないではお話にならないので、各方面の協力
を仰いで長年努力を続けてはいるが、いまだ目
処は立っていない。

（地震研究所・纐纈一起）

この「学内広報」の記事を転載・引用する場
合には、事前に広報委員会の了承を得、掲載し
た刊行物若干部を広報委員会までお送りくださ
い。なお、記事についての問い合わせ及び意見
の申し入れは、総務課広報室を通じて行ってく
ださい。

№１２２６ ２００１年１２月１２日

東 京 大 学 広 報 委 員 会
〒１１３―８６５４東京都文京区本郷７丁目３番１号

東京大学総務課広報室 !（３８１１）３３９３
e―mail kouhou@adm.u―tokyo.ac.jp
ホームページ http:／／www.u―tokyo.ac.jp／index―j.html

〔次号の原稿締切〕
次号の学内広報（№１２２８ １月２３日発行）は、平成１４年１月１６日（水）午後５時の原稿締切になります。１月は、

１回のみの発行となりますので、ご注意ください。
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